
箕面市生涯学習推進基本計画の実施状況に関する中間報告

平成２５年２月２５日
社会教育委員会議
箕面市生涯学習推進基本計画の実施状況に関する中間報告

１.知りたい・学びたい

ＮＯ．１「学びの豊富化」

	現　状
	· 昨年の３月１１日に発生した東日本大震災は、あらためて災害の恐ろしさを知らしめ、社会課題として防災についての学びの大切さを提起した。

· 年齢層別課題の学習においては、長らく続く景気低迷の中で、就業がないことで将来展望が描けない青年層の増加や子育て層の孤立は、未来に向けての社会不安の大きな要因である。

· らいとぴあは、ひきこもりを防ぐための地域就労支援講座を実施し、子ども支援課はひとり親家庭相談の充実を図ることで、青年層の社会との関わりや就業能力を高めている。

· 地域コミュニティの希薄化によって生じる地域課題に対しては、生涯学習センターは「箕面シニア塾」の講座を通して課題解決に当たる人材の養成に乗り出している。



	課　題
	· 防災教育は、本市でも始まりつつある市民が主体となった防災の取り組みとどのように連携して進めるかが課題である。

· 社会参加が実現できない青年層が年々増加する傾向にあるが、社会を生き直すための再教育を受ける機会は少ない。子育てに不安や悩みを持つ子育て層は、地域のつながりの希薄化の中で、さらに孤立する恐れがある。これらの年代層が個々に抱えている課題は多様であることから、あらためて「基礎的な力」や「生きる力」を育む場として生涯学習が注目を集めている。

· 共同体としての地域コミュニティの役割も大きく、世代を超えた出会いやつながりの場の中で青年層や子育て層を育むとともに、住民同士が話し合い、課題発見をして、解決に向けた協働の取り組みが求められている。市民の地域に対する誇り（シビックプライド）はその動きを強めるため、郷土にふさわしい芸術文化を継承・発展・創造することが期待される。

	展　望


	· 青年層などに対する防災ボランティア学習機会を積極的に設けることにより、「被災地に出向く」、「地元で活動する」の双方向から、青年層が地域で活動し学習する機会を創出できる。

· ひきこもりをはじめ社会参加・参画に困難性を抱えている青年層に対しては、関係機関が連携して、その理由と背景を把握し、個別のニーズに応じた再学習の機会とプログラムの提供について具体的に検討する。

· 子育て層に対する講座等の学習機会の一層の充実を図るとともに、孤立しがちな子育て層に対しては、同じ課題や悩みを抱える市民同士が出会い、つながる場を創出する。これら地域課題の解決には、地縁組織やＮＰＯなどの市民活動と連携・協働することが不可欠であり、事業の企画段階からの参画の促進などその手法についても事例研究を積み重ねることを通して検討していく実践的なネットワークの形成が望まれる。

· 芸術文化を振興することは、地域経済の活性化や市民活動の充実、シビックプライドを持つことにつながるなど、多面的な効果が期待できる。


ＮＯ．２「ニーズの把握・反映」

	現　状
	· 各講座においては、ニーズを把握し、次の企画へ反映させるため事業実施時及び終了時に受講者アンケートを実施している。

· 事業担当者は、窓口や講座において直接受講者と接し、「貸館利用者からの聞き取り」を行うことにより、ニーズの掘り下げに努めている。

· 生涯学習センターと男女協働参画課で開催される講座では、年度ごとに市民公募を行い、市民企画方式で講座を実施している。



	課　題
	· 学びの欲求は、そもそも生活の中から生み出されるものであることから、貸し館利用者からの聞き取りは重要であるものの、特に意識して行われていない。特に、青年層が抱える社会問題など表層化しない「学び」の欲求に対しては、主催者や企画者は、公共施設の窓口や雑談の中でアンテナを張りニーズをつかむ必要がある。

· 市民と協働した学習・啓発を進めるための市民企画講座が実施されているが、シニア塾では、講座修了者の参画による市民企画方式の導入や企画参加者の偏りをなくすための工夫が必要である。



	展　望


	· 日常業務における積極的な市民との会話や対応をとおして市民ニーズに対してアンテナを張ることで、アンケートだけでは把握できない利用者の潜在的ニーズをつかめるよう、職員の意識やコミュニケーション能力の向上を図る。

· シニア塾をはじめ各種講座では、修了者など市民が企画段階から関わる市民企画方式を増やすとともに、市民団体との協働を進めていく。また、市民満足度調査を利用したり、施設利用のない市民団体と意見交換したりすることで、施設を日頃利用しない市民層のニーズを把握し、あらたな利用者の掘り起こしに努める。




Ｎｏ．３「学習情報の提供」

　

	現　状
	· 広報紙や市のホームページなどを活用して講座イベント情報の広報及び報告が随時行われている。また、各種ブログの更新、報告会やイベントを利用した事業結果の報告を行っている。

· その他、ＦＭタッキー、季刊の生涯学習情報紙、各地域の広報媒体やイベント、みのお市民活動センターを利用したＮＰＯへの情報提供などを行っている。



	課　題
	· ＩＣＴ（情報コミュニケーション技術）の高度化が進む一方で、その利益を享受できない環境にいる市民も少なくない。公益情報を適切に伝えるためには、ＩＣＴの手法に加え、より地域に密着した広報媒体の活用が求められる。

· 情報提供の内容も、活動の「事前お知らせ」だけでなく、活動に参加できなかった市民に対して結果報告するといった情報環流も不十分である。その方法についても検討を行い、生涯学習の関心の拡大につなげていく必要がある。



	展　望


	· ＩＣＴの利用による情報提供を促進するとともに、ＩＣＴを利用しない層が利用できるような地域密着型の広報手段（ＦＭタッキー、ミニコミ誌、地域団体発行情報紙など）を活用し、幅広い市民層への情報提供を行う。

· イベントなどの情報共有だけでなく、その成果も口コミで伝えることにも注目し、利用者団体及び多様な団体が出会い、交流する場を創造する。




２.深めたい・活かしたい

ＮＯ．４「体系的学習の提供」

	現　状
	· 生涯学習センターでは、生涯学習へのきっかけづくりのため、幅広い分野の講座を実施している。関係部局では、施策における課題を取り上げた講座を実施するとともに、庁内や庁外組織との連携により、市民のより深い学びへの欲求への対応を図っている。

· 包括協定締結大学との関係においては、生涯学習センターでの連携講座の実施や、講師派遣を受けるとともに、大学で実施される市民講座を活用するなど大学の専門性との連携を進めている。

· 生涯学習センターでは、伝統文化や地域課題を学ぶ「箕面シニア塾」を開催するとともに、大阪高齢者大学や放送大学との連携により、専門的な学習機会の提供を行っている。放送大学については、年齢を問わず入学可能であり、壮年層にとっては重要な学習の機会となっている。継続的に広報紙に掲載するなど広報活動を実施している。



	課　題
	· 体系的な学習機会を提供するため、生涯学習センター、関係部局、外郭団体などの連携は、十分とは言えない。

· 庁内では、関係部局の横のつながりを進めるとともに、外郭団体などとの連携強化によって専門的学習機会の提供を図る必要がある。

· 協定大学との連携により、市民ニーズを反映した公開講座の実施が求められている。



	展　望


	· 体系的な学習機会を提供するため、生涯学習センターを中心に関係機関と定期的に情報共有や意見交換する場を設ける。

· 協定大学の協力によって市民公開講座開講や学生活動の活用を促進するなど、市民と大学との交流を深めていく。

· 放送大学については、引き続き宣伝強化に努め市民の生涯学習機会の充実に努める。




　

ＮＯ．５「学習成果を生かす」

　

	現　状
	· みのお市民大学は、高齢者の生きがい推進事業である高齢者教養大学と統合して、平成２２年度から「箕面シニア塾」して事業が始まり、教養的な講座とともに社会課題の解決のために必要な知識・ノウハウなどを体系的に学び、地域で活動する人材を育成支援する地域学科を設けている。その成果として、ボランティア等の実践活動につながっている事例もある。

· 活動現場と人材のマッチングについては、文化・市民活動促進課の実施している「シニア・ナビ」や文化振興事業団で進めている人材バンクがある。



	課　題
	· 市民自らが社会課題の解決にあたるためには、実践的な知識や技能等を体系的に学ぶことが必要である。そのためには、箕面シニア塾などの修了生が学習成果を活かし学んだことを地域に活かせる仕組みづくりや、新たな講座の企画に市民が参画できるような仕掛けが求められる。

· さまざまな学習修了者が交流できる場を設定することで地域課題の解決につなげていくことも重要である。



	展　望


	· 中央教育審議会が今後の生涯学習の振興方策において、新しい公共の概念の重要性を示したことを踏まえ、自己実現を求める生涯学習によって得られた個人の学びを、社会課題の解決につなげていく。

· シニア塾における体系的な学習機会の提供やシニア塾参加者の修了後の地域活動や社会参画を実現するため、学習ニーズと地域ニーズの整合性を図るとともに、参加体験型学習の手法を積極的に取り入れる。

· 庁内外の関係機関との連携を強化し、ＮＰＯや地域に根ざした市民活動との連携・ネットワークの形成を進める。




　

ＮＯ．６「学校連携・学校支援」

　

	現　状
	· 少子高齢化や隣人関係が希薄になるなど、地域の子どもたちを取り巻く状況は大きく変化している。

· 西南図書館では、子どもたちの育ちを支援するため、学校と連携して学校が休みの土・日曜日や長期休暇期間中に子どもの居場所事業を実施し、郷土資料館では、子ども向けの講座を実施している。

· 学校支援コーディネーターを地域に配置することにより、地域における学校支援人材の掘り起こすとともに、ＮＰＯの協力により、図書館における放課後の子どもの支援事業に取り組んでいる。

· 学力支援においては、学力向上ボランティア登録制度で地域人材を活用するとともに学力習得の支援・協力を行っている。



	課　題
	· これまでも学校と地域の連携によって、子どもの安全安心確保に努め、子どもたちの育ちを支援しているものの、いじめや不登校、学力格差、さらに最近では経済格差も加わって、子どもたちを取り巻く環境は厳しさを増している。

· 子どもたちの学力習得支援においては、学力向上ボランティアや学校支援コーディネーターの配置により活動が進められているものの、支援する人材の堀おこしや養成とともに、学校を中心とした地域連携の活動をさらに充実していく必要がある。



	展　望


	· 今後も地域の公共施設や地域人材を活かして、子どもたちの放課後の居場所づくりなど、子どもたちの育ちを支援する取り組みを進める。例えば、ＮＰＯ等と協働してキャリア教育と子どもたちの居場所をつなげることにより、学校教育と生涯学習が連動する成人に至るまでのシームレスな支援を検討していく。




　３．つながりたい・広げたい

ＮＯ．７「つながり･交流の促進」

　

	現　状
	· 生涯学習施設は、世代間のつながりや交流・コミュニケーションが高まり、ひいては文化意識を高揚する拠点となっている。

· 子育て支援センターや市民活動センターにおいては、講座受講者や施設利用者などの交流を図る取組みにより、「子どもの居場所づくり」などの同種の目的をもつ市民団体をネットワークしてつなぐ取組みが実施されている。

· 生涯学習センターや西南公民館では、利用団体の協議会活動を支援し活性化を図るとともに、施設間の連携が図られている。また、講座を実施する中で、講座参加者の交流、ネットワークをつくる取組みが行われている。



	課　題
	· 各施設を利用する団体や同種の活動を行う団体が、情報を共有し、ネットワークを形成する機会は、数少ない。さらには、共通の目標を達成したり、社会課題を解決したりする団体間の協働の動きは希少である。協議会組織の活性化や、団体や市民がつなげる取組みが求められている。



	展　望


	· 施設を利用する団体がネットワークを形成することにより、施設を超えた地域の活性化が期待できるため、引き続き学習成果の発表機会や交流機会の充実を図り、市内で活動する同じ目的を持った団体間の対話や社会課題の解決をめざす協働を促進していく。

· 情報の発信や共有のための取り組みとして、施設利用団体の協議組織への支援や活性化を図る。学習成果の発表の場は、学びの共有化にもつながるため、発表機会の充実に努める。




４．支援・推進してほしい・協働したい

ＮＯ．８「『学び』を支援する」
　

	現　状
	· 生涯学習では、利用者の自発性、主体性を大切にした運営を行うことが基本になっており、それを踏まえた上で利用者への支援機能の充実を図っている。

· 生涯学習施設においては、利用者の生涯学習につながる悩みを解決し、支え合う地域づくりにつなげるため、各種活動を希望する市民の窓口、貸館、講座の受付では同時に相談の窓口となっている。

· 地域デビュー相談窓口として、シニア・ナビを常時設置し、学びの機会や市民活動の紹介を行っている。

· 健康増進課では講座を開き、健康づくりを行うボランティアを養成し、市が開催する事業の指導者を育成している。

· 専門的な相談の受け皿として、萱野中央人権文化センターにおいては、若者の自立・就労支援に関する講座実施・相談を受けている。

· 生涯学習活動の補助制度である社会教育事業補助金は、対象団体を公募している。



	課　題
	· 生涯学習の身近な窓口である生涯学習施設などにおいて、活動団体の紹介やグループ作りなどの相談窓口はあるものの、相談者の不安や悩みの背景を知り、課題発見・解決につながる相談機能は十分とは言えない。

· 補助金についても毎年同様な活動や団体が対象になるなど、公益性や先駆性が十分に反映された内容にはなっていない。



	展　望


	· 中央生涯学習センターを中心に市民の生涯学習を支援する取り組みを行っているが、市民にとって身近な相談の場である生涯学習センターにおける相談機能の強化に努める。

· 引きこもりなどに対応する若者向けの講座に取り組んでいるＮＰＯとの連携により、青年層の相談機能の強化に努める。

· 補助金制度については、新たな交流や地域課題の解決に向かう団体を支援するための活用を図る。　




　ＮＯ．９「学習の場の確保」

　

	現　状
	· 生涯学習施設においては、空室情報などのホームページ公開やインターネット予約などを通じた利用方法の簡便化と施設間のネットワークを拡充することが求められている。平成２１年９月に萱野中央人権文化センターと桜ヶ丘人権文化センターを加えた公共施設１２館のインターネット予約が開始されたことにより、施設間ネットワークが拡充されている。

· 生涯学習施設では、障害者トイレの設置やエレベーターの設置などを年次的に進めており、バリアフリー化に取り組んでいる。平成

２３年度には、公共施設には赤ちゃんの駅が設置され、授乳設備も整備された。

· 小野原地域に、身近な生涯学習施設がなく検討課題となり、協定大学との連携による機能充実を模索していたが、平成２３年８月に「箕面市知の拠点づくりアクションプラン」が作成され、小野原東地域には｢多世代地域交流センター｣を平成２４年度に開設し、小野原西地域には、多文化交流施設を平成２５年度に開設する予定である。



	課　題
	· 施設間のネットワークの拡充を図るため、インターネット予約などの運用方法の見直しを行う必要がある。

· 小野原西地域の多文化交流施設については、平成２５年度の開設に向けて準備が進んでいるが、同施設の活性化に向けては、近隣の協定大学や地域団体と緊密な連携を進める必要がある。



	展　望


	· 市内の公共施設におけるインターネット予約システムの一元化や携帯電話の利用を可能にするなど、より使いやすい予約システムの構築を進めていく。

· 小野原地域の多世代地域交流センターや多文化交流施設には、地域での学習活動や地域団体のネットワークの構築につながるよう工夫された施設整備に努める。



　
ＮＯ．１０「推進体制の強化」

　

	現　状
	· 庁内の総合調整を図る目的で、平成８年度に箕面市文化・生涯学習施策推進本部会議が設置され、生涯学習全般的な課題が生じたときに開催されている。会議の成果として、平成２０年度から稼動している講座等情報共有データベースがある。

· 生涯学習分野の企画・運営、市民との協働や相談業務に携わる職員の研修・人材養成については、定期的に広域的な研修機会への派遣や社会教育主事講習会への参加により人材養成に努めている。

· 平成２０年度の社会教育法及び図書館法の改正を受け、生涯学習施設についても運営評価が必要となっており、すでに教育委員会では、点検及び評価を毎年行い、市民に情報提供を行っている。また、生涯学習施設の指定管理者制度への移行を受けて、第三者評価会議をつくる枠組みが進められている。



	課　題
	· 生涯学習を推進する人材の育成については、常に資質の向上が求められており、長期的視点で社会教育主事講習会への参加などにより人材育成を図っていく必要がある。

· 施設運営の評価について、指定管理者制度を受けて、庁内全体で、施設ごとに第三者評価会議をつくる枠組みが進められているが、多元的な評価方法を整理し、ＰＤＣＡサイクルを機能させ、市民へ情報提供に努めることが重要である。



	展　望


	· 生涯学習を担う人材育成のため、広域的な研修機会を利用した計画的な人材育成に努める。

· 生涯学習施設については、第三者評価会議を使った多元的な評価のための仕組みづくりを進めていく。
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